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研究成果の概要（和文）：世界経済のグローバル化により、国際間取引における情報の非対称が

もたらすリスクの増大への地域間での対応についての分析を行った。国際貿易では食品貿易に

おける有害食品に伴う健康被害の防止対策としての経済政策を論じた。食料安全保障の見地か

ら東アジアの食料供給システムの構築についても考察し、そのためには各国が協力して健全な

食品産業クラスターの育成を行うことが重要であり、また、リスク管理やリスク対応のための

システムの開発においては食品安全についてのリスク事象のシナリオ発見支援のための情報シ

ステムとリスク・パス・ファインダーの開発を行った。 

 

研究成果の概要（英文）：The globalization of the world economy increases the risk generated 
by the asymmetric information among trading countries. We investigated how we cope with 
this kind of risk by the cooperation of trading countries. In the aspect of international 
trade of food, we investigate the various policies such as imported food inspection and 
enforcement of fine to false food in order to protect from health damage. We also 
investigated the food supply system in the East Asian region from the viewpoint of food 
security and concluded that it is important for trading countries to cooperate together 
to foster healthy industrial clusters of food industries. Concerning the risk management, 
we developed information system and risk path finder system to support the detection of 
risk event scenarios. 
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１．研究開始当初の背景 

世界経済のグローバル化に伴い、アジア地
域においても急速な共通市場の形成が進ん
でいる。それによってさまざまな地域間リス

クが浮上して、我々の経済社会に深刻な影響
をもたらしている。特に近年のリスクの特色
は情報の非対称性による非伝統的なリスク
であり、利害関係の存在する国家間での情報
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の共有の不足やコミュニケーションの不足
により、国家間での経済取引により発生する
リスクである。このようなリスクが深刻化し
ていることは、例えばＳＡＲＳやＢＳＥ、鳥
インフルエンザに代表される食料の健康被
害へのリスクがあり、このようなリスクを持
った食品の貿易が近年急増しており、それに
よって、このような貿易からもたらされる経
済厚生や社会不安が深刻になっている。この
ような問題は国境を越えた不法移民の問題、
あるいはブランド製品の模造品の貿易等に
も見られる。こうした国家の枠組みや国境を
超えた地域間取引によって発生するリスク
に注目し、このようなリスクに関する国境を
越えた対応が喫緊の課題となっている。 

 

２．研究の目的 

 本研究課題では特に近年、国際的な経済取
引にかかわって発生するリスクについて特
に情報の非対称性が原因で起こるものに注
目して、このようなリスクの発生とそれにか
かわる経済主体の経済行動について分析し、
さらに、国境を越えた地域全体における市場
取引において望ましい経済体制や国家間で
のリスクへの対応やリスク管理について考
察を行う。具体的には有害食品による健康被
害は大きな場合によってはパニックとなる
ような社会不安を引き起こすため、食料問題
を考察の中心とするが、この問題は国際間労
働移動の問題や、ニセブランド商品などの経
済取引、国家間での商取引の契約の問題など
さまざまな同様の問題にも適用できる。この
ような経済状況を背景とした場合の国境を
越えた共通市場の望ましい形成などについ
ても考察を行う。特に異常の問題を考察する
にあたって、わが国と貿易上関連が深く、ま
たこの問題と密接にかかわると思われる地
域としてアジア市場を念頭に置き、特に中国
を含む東アジアにおける状況について考察
を行う。 

 

３．研究の方法 

 本研究課題に取り組むために研究分担者
を３つのグループに分けてそれぞれのグル
ープで特色のある課題に取り組むことにし
た。第１グループ（多和田、薮内、小川、佐
藤）は、情報の非対称性のもとでのリスクを
伴う貿易における望ましい貿易政策や地域
都市政策についての理論分析による考察を
行う。第２グループ（徳永、木南）は東アジ
ア特に中国の経済制度と、情報の非対称性の
観点から中国の食料問題、農業問題、食料産
業の実証的分析を行う。そしてリスクのある
貿易に対応するためのグローバルなフード
供給システムの構築について考察する。第３
グループ（酒井、前田、趙、花薗）は情報の
非対称性から生じるリスクへの対応やリス

ク管理の分析を中心に行い、これらの問題に
ついて産業組織論の立場から考察する。各グ
ループにおいて、各自の設定した問題につい
て独自に研究を進めていき、海外での研究成
果報告や専門誌への投稿を行っていくもの
とした。グループ間の調整は適宜、名古屋大
学に分担者が集まって話し合いを行い、その
中で調整することとした。また、本研究課題
の研究途上の方向についての確認などのた
めに中国やベトナム等の研究機関の研究者
との議論の機会を持った。ほぼ研究成果の固
まった段階で、欧米およびアジアのこの分野
の著名な研究者を招待して国際会議を開催
して、本研究プロジェクトによる研究成果に
ついての確認と、残された問題など論点の整
理を行うこととした。この会議は当初の予定
では 2011年秋に実施予定であったが、東北
の震災の影響で 2012年の 12 月になったが、
Jay Choi ミシガン大学教授、Yongmin Chen

コロラド大学教授等の世界的に著名な研究
者の参加により、有意義な議論ができた。 

 
４．研究成果 
 世界経済のグローバル化により、国際間取
引における情報の非対称がもたらすリスク
の増大への地域間での対応についての分析
を行った。国際貿易では食料貿易における有
害食品に伴う健康被害の防止対策としての
経済政策を論じ、輸入食品の査察の強化策や
有害食品への罰金の強化策などの効果につ
いて考察をした。そしてこれらの政策が、有
害食品の健康に与える被害の程度の大きさ
によって、どのようなその効果がどのように
異なるのかについて分析した。さらに自由貿
易地域が市場規模の異なる国の間でどのよ
うなプロセスによって形成されるかについ
ての考察も行った。そして当初の２国間自由
貿易協定の締結は市場の大きさが同じ様な
国から初めて順次、市場の規模の違う国に広
げていくことで多国間での自由貿易協定が
実現される可能性を見出した。 
 更に、国境や地域を越えた食品の購入にお
いて食料供給側の企業の立地の選択の問題
や政府による食品企業への最適課税の問題
に取り組んだ。特に最適課税については、現
実には従価税が多くの場合に用いられてい
るが、場合によっては重量税が望ましいこと
を明らかにした。 
また、食料安全保障の見地から東アジアの食
料供給システムの構築について考察した。こ
の見地からの国境を越えた食料供給システ
ム構築のためには各国が協力して健全な食
品産業クラスターの育成を行うことが重要
であるとの認識から、多様な経済主体の連携
による知識創造を通したイノベーションの
誘発効果の分析を東アジアの食料クラスタ
ーに適用して、食品産業の国際分業と直接投



 

 

資や農業における主体間協調行動、人的資源
管理等の実証分析を行った。具体的には最新
のアジア国際産業連関表を用いて農業部門
と食品製造業部門を統合した食料産業を対
象に分析を行い、2000 年前半の東アジアに
おけるフードシステムの変化は中国の WTO

加盟及び中国とアセアンの間の自由貿易協
定を背景としたこれらの諸国間の農業と食
品製造業部門における工程間分業の深化に
よって起きていることを明らかにした。 

 更に食品産業クラスターの形成や安全な
食品の供給システムの構築硬直いと関連し
て、東アジアにおける日系食品産業の東アジ
アにおける直接投資の立地動向と立地分布
を起きらかにして、東アジアの貿易関数の推
定を行った。そして中国、タイ、インドネシ
アが市場ポテンシャルとサプライヤーアク
セスが高いことを明らかにした。加えて、素
材と中間財へのアクセスを考慮に入れて立
地国における最終財生産の垂直的・水平的生
産リンケージの分析を行った。そして従来の
要因である賃金やインフラに加えて、最終財
の市場アクセスや供給アクセスの重要性を
実証的に導いた。 

 リスク管理やリスク対応のためのシステ
ムの開発においては食品安全についてのリ
スク事象のシナリオ、すなわち原因から結果
に至る経路の発見を支援するため情報シス
テムとリスク・パス・ファインダーの開発を
行った。また食品安全教育のためのツールと
して食品安全ゲームの開発を行った。これら
の 実用性については検証を行い、さらに専
門家によるシステムの有効性の確認を行っ
た。またリスクの存在する場合の契約締結の
ための交渉の問題の理論的考察を行い、特に
契約当事者間での情報が非対称の場合の合
意形成の条件について考察した。 そして効
率的な契約の締結のために利用すべき情報
は当事者間の持つ情報の精度に依存するこ
と、外部機会の相対的な大きさが効率的な合
意形成のためには重要であるなどの結果を
得た。 
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